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我が国における社会資本整備によるストック効果は，費用便益分析マニュアルで対象とする3便益（直接

便益）に加え，算出された効果の空間的帰着状況を把握できることから，SCGEモデルによる帰着便益の計

測も行われてきた．一方，その多くが完全競争市場を想定した効果計測アプローチであるが，英国運輸省

で取り組まれている「広範な経済効果（Wider Economic Impact：WEI））は，不完全競争市場を想定した効

果計測アプローチであり，既存の費用便益分析では計測できない効果として注目されている．本稿では，

WEIの効果項目の1つである集積の経済に着目し，独占的競争を考慮したSCGEモデルと完全競争を考慮し

たSCGEモデルの算出結果を対比することで，収穫逓増および多様性選好の仮定が輸送費用削減による便益

どの程度影響するかを数値シミュレーションにより検証した． 

 

     Key Words : spatial computable general equiribrium, monopolistic competition, wider economic im-

pacts 

 

 

1. はじめに 

 

我が国における社会資本整備によるストック効果は，

「ストック効果の最大化に向けて」1)で示されている様に，

「安全・安心」，「生活の質の向上」，「生産性向上」

といった多岐にわたる効果を，統計情報やビッグデータ

等の幅広い情報を活用することで定量的に「見える化・

見せる化」する取り組みが積極的に行われている．また，

経済分析手法の活用に向けた検討として，効果の空間的

帰着状況を把握できることから，空間的応用一般均衡

（Spatial Computable General Equilibrium：以降，SCGE）分析

の活用についても触れられており，事業効果を高める地

域活動を促す上で有効とされている． 

以上の様に，多岐にわたるストック効果や計測手法に

ついて検討が進められている一方，事業評価における意

思決定指標として計測される便益については，計測精度

や二重計測等の課題から，限定的な項目のみが対象とさ

れている．例えば，道路事業における費用便益分析マニ

ュアル2)で計測対象とされる便益（利用者便益）は，走行

時間短縮便益・走行経費減少便益・交通事故減少便益の 

 

 
図-1 費用便益分析における便益項目の各国比較(道路事業)3)  
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3便益のみとなっているが，諸外国では，3便益以外の項

目の計測も積極的に進められている（図-1）．中でも英国

運輸省で取り組まれている「広範な経済効果（Wider Eco-

nomic Impacts：以降，WEI））は，不完全競争市場を想定

した効果計測アプローチであり，既存の（完全競争市場

を想定する）費用便益分析では計測できない便益項目と

して注目され，計測のためのマニュアル4)も策定されてい

る．この英国運輸省でのマニュアルでは，後述の通り，

非常に簡便な計測式によりWEIが計測されており，他国

でも同様の計測方法がマニュアル5),6)で示されている．我

が国でも，WEIに関する情報収集は進められている7)が，

定量的計測方法の検討までには至っておらず，今後WEI

をどのように計測していくべきか，あるいは利用者便益

に対して，どの程度見込まれるものかを検証することは

今後の事業評価を考えていく上で重要である． 

そこで，本研究では，WEIの効果項目の1つである集積

の経済に着目し，独占的競争を考慮したSCGEモデルと完

全競争を考慮したSCGEモデルを構築し，両モデルから算

出される便益を対比することで，収穫逓増および多様性

選好の仮定が輸送費用削減による便益へどの程度影響す

るかを仮想数値シミュレーションを通じて検証した． 

 

2. 集積の経済の計測アプローチ 

 

道路整備による集積の経済の計量化に向け，様々な計

測手法の試みが行われている．まず，英国運輸省で策定

されているマニュアル4)では，図-2で示す通り，WEIの効

果項目を「誘発投資」，「雇用効果」，「生産性効果」

の3つに分類しており，この内，集積の経済は，経済活動

の密度が高くなることで生産性が向上する効果として整

理されている．さらに，土地利用変化の明示・非明示に

応じて，WEIの効果項目を3つのレベルで整理しており，

レベル1が土地利用固定での利用者便益，レベル2が土地

利用変化を明示しない場合の不完全競争市場や生産性効

果，レベル3が土地利用変化を明示し，従属開発や職業移

動も伴う効果とされている．このレベルが上がるほど，

より複雑なモデルが要求され，計測難度も上がると考え 

 

 

 

図-2 英国のWider Economi Impactsでの計測項目4) 

 

図-3 各レベルで計測される項目4) 

 

られる．この中で，集積の経済の算定式は，以下の簡便

な計測式で定義されており，道路整備によるアクセシビ

リティの変化をEffective density（実効密度）により定量化

し，整備前後の比率に集積パラメータをべき乗し，GDP

を乗じることで算出可能となっている．なお，最近の更

新レポート8)の中では，COVID-19の生活環境の変化（在宅

勤務の増加等）により，労働者の生産性低下の可能性は

低いものの，輸送に関する集積効果は再検討する必要が

あるとされている． 

 

𝑊𝐼1𝑓 = ∑ ∑ 𝑊𝐼1𝑖
𝑘,𝑓

𝑘𝑖                                                    (1) 

 

𝑊𝐼1𝑖
𝑘,𝑓
= [(

𝑑𝑖
𝐴,𝑘,𝑓

𝑑
𝑖
𝐵,𝑘,𝑓)

𝜌𝑘

− 1]𝐺𝐷𝑃𝑊𝑖
𝑆,𝑘,𝑓

𝐸𝑖
𝑆,𝑘,𝑓

    (2) 

𝑑𝑖
𝑆,𝑘,𝑓

= ∑ ∑
𝐸𝑗
𝑆,𝑓

(𝑔𝑖,𝑗
𝑆,𝑚,𝑓

)
𝛼𝑘𝑚𝑗                                                 (3) 

 

ただし，𝑖：地域，𝑘：部門，𝑓：予測年，𝑆：シナリオ，

𝑊𝐼1𝑓：生産性効果の合計，𝑊𝐼1𝑖
𝑘,𝑓
：集積効果，𝑑𝑖

𝑘,𝑓
：実

効密度，𝐺𝐷𝑃𝑊𝑖
𝑘,𝑓
：労働者当りGDP，𝐸𝑗

𝑆,𝑓
：雇用者数，

𝑔𝑖,𝑗
𝑆,𝑚,𝑓

：地域間所要時間，𝜌𝑘：集積パラメータ，𝛼𝑘：減

衰パラメータ 

 

英国におけるWEIの計測事例として，ロンドンを東西

に横断する都市鉄道路線（Crossrail）が挙げられる．表-1

は，CrossrailのWEIの計測結果であるが，WEI全体では利

用者便益に対して約44%，集積の経済は利用者便益に対

して約19%となっており，事業規模にも依存するものの，

我が国で計測されている利用者便益に対しても，その割

合は非常に大きくなっていることが確認できる． 
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表-1 CrossrailでのWEIの計測結果 9) 

計測項目 便益（百万£） 

利用者便益 16,093 

WEI 7,161 

 集積の経済 3,094 

 不完全競争 486 

 労働移動による税収増 3,232 

 労働力の増大増加 349 

 

一方，経済理論体系に基づく集積の経済の計測アプロ

ーチも，様々な取り組みが行われている．これまで，我

が国における道路事業を対象とした実用型のSCGEモデ

ルは，完全競争および収穫一定を想定したモデル10)が多

かったが，近年では，規模の経済および多様性選好を考

慮したDixit-Stiglitz型11)の独占的競争モデルをベースとす

るSCGEモデルの開発・実証分析が精力的に行われている
12),13)．また，Dixon et al.14)やOyamada15)では，完全競争を考慮

した（Armington型）SCGEモデルと，独占的競争を考慮し

た（Krugman型 or Melitz型）SCGEモデルを対比させ，それ

ぞれのモデル特性の違いや，各貿易政策によるアウトプ

ットの違いについて検証されている．ただし，これらの

モデルでは貿易政策を扱っており輸送費の概念が考慮さ

れていないため，道路などの交通整備による影響を捉え

ることはできない． 

そこで本稿では，このDixon et al.14)やOyamada15)で構築さ

れたモデルをベースとし，交通整備による影響を捉えら

れるよう輸送費の概念を組み込み，また自地域および他

地域への生産財供給量をそれぞれ明示することで，地域

内輸送・地域間輸送の影響を捉えられるように改良を行

った．これらのモデルを用いて，（Armington型）SCGEモ

デルと（Krugman型）SCGEモデルを対比させ，輸送費用

削減による便益に集積の経済がどの程度影響するかを検

証する．  

 

3. モデルの定式化 

 

本稿では，Dixon et al.14)およびOyamada15)で定式化された

SCGEモデルを参考に構築し，数値シミュレーションでは，

架空の経済を想定する．地域は後述する想定ケースに応

じて，2地域もしくは3地域の経済圏を設定し，各地域に

は3種類の産業を想定する．各産業の特徴としては，産業

1および産業3は規模に関して収穫一定の生産技術，産業

2は規模に関して収穫逓増の生産技術を仮定する． 

各地域の各産業は，中間財と資本および労働を投入し

生産を行い，各地域の代表的家計は予算制約下で各財を

消費し効用最大化を行う．また，地域間では財の交易を

行うものとし，各地域の産業および家計は，自地域で生

産された財に加え，他地域で生産された財も中間投入や

最終消費が行えるものとする．ただし，産業2で生産され

る財については，産業および代表的家計が財の多様性か

ら恩恵を受ける（多様性選好），または独占的競争市場

（参入企業は産業2に分類される企業であるが，互いに質

的に異なる財を独占的に生産・販売）と仮定する．さら

に，各地域では生産量に応じて間接税が徴収されるもの

と仮定するが，集められた間接税は消費者のみに移転さ

れ公共サービスの提供等は行わないと想定する．本稿で  

 

 

図-4 本稿で構築するモデルの全体構造 

 

構築するモデルの全体構造は，図-4に示す通りであり，モ

デルの式内のサフィックスは，以下の通りである． 

 

地域：𝑅 ∈ {1, 2,⋯ , 𝑟,⋯ , 𝑅}, 𝑆 ∈ {1, 2,⋯ , 𝑠,⋯ , 𝑆} 

産業：𝐼 ∈ {1, 2,⋯ , 𝑖,⋯ , 𝐼}, 𝐽 ∈ {1, 2,⋯ , 𝑗,⋯ , 𝐽} 

 

(1) 企業の行動 

地域𝑟に立地する産業𝑗は，合成中間財および合成生産

要素を用いて図-5に示す生産構造により財を生産する． 

企業の生産関数の第1段階をCES型技術と仮定し，以下

の費用最小化行動で定式化する． 

 

𝑚𝑖𝑛.  𝑝𝑗,𝑟
𝑋̃ 𝑋̃𝑗,𝑟 + 𝑝𝑗,𝑟

𝑌 𝑌𝑗,𝑟   (4) 

𝑠. 𝑡. 𝑍𝑗,𝑟 = 𝜃𝑗,𝑟
𝑍 {𝛼𝑗,𝑟

𝑍 𝑌𝑗,𝑟

𝜎𝑗
𝑍−1

𝜎𝑗
𝑍

+ (1 − 𝛼𝑗,𝑟
𝑍 )𝑋̃𝑗,𝑟

𝜎𝑗
𝑍−1

𝜎𝑗
𝑍

}

𝜎𝑗
𝑍

𝜎𝑗
𝑍−1

 (5) 

 

一階の最適化条件は以下の通りである．この時，式(6)

の左辺は，合成中間財1単位の価格，右辺は合成中間財の

限界生産性価値であり，式(7)の左辺は合成生産要素1単位

の価格，右辺は合成生産要素の限界生産性価値である． 

𝑝𝑗𝑟
𝑋̌ =

 𝑝𝑗𝑟
𝑍

1+𝜏𝑗𝑟
𝑍 (1 − 𝛼𝑗𝑟

𝑍 )(𝜃𝑗𝑟
𝑍 )

𝜎𝑗
𝑍−1

𝜎𝑗
𝑍

(
𝑍𝑗𝑟

𝑋̃𝑗𝑟
)

1

𝜎𝑗
𝑍

 (6) 

𝑝𝑗𝑟
𝑌 =

𝑝𝑗𝑟
𝑍

1+𝜏𝑗𝑟
𝑍 𝛼𝑗𝑟

𝑍 (𝜃𝑗𝑟
𝑍 )

𝜎𝑗
𝑍−1

𝜎𝑗
𝑍

(
𝑍𝑗𝑟

𝑌𝑗𝑟
)

1

𝜎𝑗
𝑍

 (7) 

ただし，𝑋̃𝑗,𝑟：地域𝑟産業𝑗の合成中間財投入量，𝑌𝑗,𝑟 ：  

中間財：

合成中間財： 合成生産要素：

生産要素：

生産財：

中間財：

移入財： 域内財：

消費財：

合成消費財：

移出財： 固定的インプット： 輸送財：

多様性選好

j=2のとき j=3のとき
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図-5 企業の生産構造 

地域𝑟産業𝑗の合成生産要素投入量，𝑝𝑗,𝑟
𝑋̃：𝑋̃𝑗,𝑟1単位の価格， 

𝑝𝑗,𝑟
𝑌 ：𝑌𝑗,𝑟1単位の価格，𝑍𝑗,𝑟：地域𝑟産業𝑗の生産財生産量，

𝜃𝑗,𝑟
𝑍 ：地域𝑟産業𝑗の生産財生産関数の規模係数，𝛼𝑗,𝑟

𝑍 ：地

域𝑟産業𝑗生産関数の𝑌𝑗,𝑟への投入割合係数，𝜎𝑗
𝑍 ：𝑋̃𝑗,𝑟と𝑌𝑗,𝑟

間の代替弾力性，𝜏𝑗,𝑟
𝑍 ：𝑍𝑗,𝑟に対する間接税率 

 

次に，第2段階では，合成中間財に関する費用最小化行

動を以下のように定式化する．  

 

𝑚𝑖𝑛.  ∑ 𝑝𝑖,𝑟𝑋𝑖,𝑗,𝑟𝑖    (8) 

𝑠. 𝑡.    𝑋̃𝑗,𝑟 = 𝜃𝑗,𝑟
𝑋 {∑ 𝛼𝑖,𝑗,𝑟

𝑋 𝑋𝑖,𝑗,𝑟

𝜎𝑗
𝑋−1

𝜎𝑗
𝑋

𝑖 }

𝜎𝑗
𝑋

𝜎𝑗
𝑋−1

 (9) 

 

一階の最適化条件は以下の通りである． 

𝑝𝑖,𝑟 = 𝑝𝑗,𝑟
𝑋̃ 𝛼𝑖,𝑗,𝑟

𝑋 (𝜃𝑗,𝑟
𝑋 )

𝜎𝑗
𝑋−1

𝜎𝑗
𝑋

(
𝑋̃𝑗,𝑟

𝑋𝑖,𝑗,𝑟
)

1

𝜎𝑗
𝑋

 (10) 

ただし，𝑋𝑖,𝑗,𝑟：地域𝑟産業𝑗の中間財𝑖の投入量，𝑝𝑖,𝑟：

地域𝑟の第𝑖財価格，𝜃𝑗,𝑟
𝑋

   ：地域𝑟産業𝑗の合成中間財生産

関数の規模係数，𝛼𝑖,𝑗,𝑟
𝑋 ： 𝑋𝑖,𝑗,𝑟への投入割合係数，𝜎𝑗

𝑋：𝑋𝑖,𝑗,𝑟

間の代替弾力性 

 

さらに，合成生産要素に関する費用最小化行動を以下

のように定式化する． 

 

𝑚𝑖𝑛.  ∑ 𝑤𝑘,𝑟𝑉𝑘,𝑗,𝑟𝑘    (11) 

𝑠. 𝑡.    𝑌𝑗,𝑟 = 𝜃𝑗,𝑟
𝑌 {∑ 𝛼𝑘,𝑗,𝑟

𝑌 𝑉𝑘,𝑗,𝑟

𝜎𝑗
𝑌−1

𝜎𝑗
𝑌

𝑘 }

𝜎𝑗
𝑌

𝜎𝑗
𝑌−1

 (12) 

 

一階の最適化条件は以下の通りである． 

𝑤𝑘,𝑟 = 𝑝𝑗,𝑟
𝑌 𝛼𝑘,𝑗,𝑟

𝑌 (𝜃𝑗,𝑟
𝑌 )

𝜎𝑗
𝑌−1

𝜎𝑗
𝑌

(
𝑌𝑗,𝑟

𝑉𝑘,𝑗,𝑟
)

1

𝜎𝑗
𝑌

 (13) 

ただし，𝑉𝑘,𝑗,𝑟：地域𝑟産業𝑗の生産要素𝑘投入量，𝑤𝑘,𝑟 ：

𝑉𝑘,𝑗,𝑟1単位の価格，𝜃𝑗,𝑟
𝑌   ：地域𝑟産業𝑗の合成生産要素生

産関数の規模係数，𝛼𝑘,𝑗,𝑟
𝑌 ：𝑉𝑘,𝑗,𝑟への投入割合係数，𝜎𝑗

𝑌：

𝑉𝑘,𝑗,𝑟間の代替弾力性 

(2) 多様性選好のモデル化 

ここでは，多様性選好および収穫逓増のモデル化につ

いて概説する．式(14)の左辺では地域𝑠財𝑖の総需要量，右

辺では自地域および他地域の供給量を示したものである．

この時，同じ財𝑖でも質の異なる財が多様に存在し，生産

者および消費者の満足度を上げる（多様性選好）とし，

本稿では産業2での生産財に対して多様性選好を設定す

る．多様性選好の程度を示すパラメータ𝛽に対して，

Oyamada15)では，0から１の間で定義されているが，𝛽 = 0

および𝑁 = 1とした場合，完全競争市場を仮定した

Armington型のSCGEモデルとなる．一方，𝛽 > 0および𝑁

を内生変数とした場合，多様性選好および収穫逓増を想

定したSCGEモデルとなるが，𝛽 = 1とした場合，Krugman

型のSCGEモデルとなる． 

 

∑𝑋𝑖,𝑗,𝑠
𝑗

+ 𝐶𝑖,𝑠 

= 𝜃𝑖,𝑠
𝑇

{
 
 

 
 
(1 − ∑ 𝛼𝑖,𝑟,𝑠

𝑇
𝑟 )(𝑁𝑖,𝑠)

𝜷𝒊,𝒔+𝜎𝑖
𝑇−1

𝜎𝑖
𝑇

(𝐷𝑖,𝑠)

𝜎𝑖
𝑇−1

𝜎𝑖
𝑇

      +∑ 𝛼𝑖,𝑟,𝑠
𝑇

𝑟 (𝑁𝑖,𝑟)

𝜷𝒊,𝒔+𝜎𝑖
𝑇−1

𝜎𝑖
𝑇

(𝑄𝑖,𝑟,𝑠)

𝜎𝑖
𝑇−1

𝜎𝑖
𝑇

}
 
 

 
 

𝜎𝑖
𝑇

𝜎𝑖
𝑇−1

(14) 

ただし，𝐷𝑖,𝑠：地域𝑠産業𝑖企業1社の自地域への生産財

供給量，𝑄𝑖,𝑟,𝑠：地域𝑟産業𝑖企業1社の地域𝑠への生産財供

給量，𝑋𝑖,𝑗,𝑠：地域𝑠産業𝑗の中間財𝑖投入量，𝐶𝑖,𝑠：地域𝑠代

表的家計の消費財𝑖需要量，𝜃𝑖,𝑠
𝑇：地域𝑠の第𝑖財生産関数の

規模係数，𝛼𝑖,𝑟,𝑠
𝑇 ：𝑄𝑖,𝑟,𝑠への投入係数，𝜎𝑖

𝑇：𝐷𝑖,𝑠と𝑄𝑖,𝑟,𝑠間

の代替弾力性，𝑁𝑖,𝑠：地域𝑠産業𝑖の企業数，𝛽𝑖,𝑠：地域𝑠代

表的家計の多様性選好 

 

式(14)では，参入企業数が増加するほど，すなわち財が

多様化されるほど，中間投入量および最終消費量が増加

する．これは，対称均衡（𝑁𝑖,𝑠 = 𝑁𝑖,𝑟 = 𝑁𝑖かつ，𝐷𝑖,𝑠 =

𝑄𝑖,𝑟,𝑠 = 𝑋𝑖）を仮定すると，式変形した式(16)からも確認

できる． 

 

∑𝑋𝑖,𝑗,𝑠
𝑗

+ 𝐶𝑖,𝑠 

= 𝜃𝑖,𝑠
𝑇

{
 
 

 
 
(1 − ∑ 𝛼𝑖,𝑟,𝑠

𝑇
𝑟 )(𝑁𝑖)

𝜷𝒊,𝒔+𝜎𝑖
𝑇−1

𝜎𝑖
𝑇

(𝑋𝑖)

𝜎𝑖
𝑇−1

𝜎𝑖
𝑇

      +∑ 𝛼𝑖,𝑟,𝑠
𝑇

𝑟 (𝑁𝑖)

𝜷𝒊,𝒔+𝜎𝑖
𝑇−1

𝜎𝑖
𝑇

(𝑋𝑖)

𝜎𝑖
𝑇−1

𝜎𝑖
𝑇

}
 
 

 
 

𝜎𝑖
𝑇

𝜎𝑖
𝑇−1

(15) 

= 𝜃𝑖,𝑠
𝑇 (𝑁𝑖)

𝜷𝒊,𝒔

𝜎𝑖
𝑇−1(𝑁𝑖𝑋𝑖)                                                               (16) 

 

自地域への生産財供給量𝐷𝑖,𝑠および，他地域への生産

財供給量𝑄𝑖,𝑟,𝑠については，以下の費用最小化問題により

第
1
段
階

中間財：

合成中間財： 合成生産要素：

生産要素：

生産財：

第
2
段
階
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導出する． 

 

𝑚𝑖𝑛.    (1 + 𝜏𝑖𝑠
𝐷)𝑝𝑖,𝑠

𝐷 𝐷𝑖,𝑠 + (1 + 𝜏𝑖𝑟𝑠
𝑇 )𝑝𝑖,𝑟,𝑠

𝑄 𝑄𝑖,𝑟,𝑠 (17) 

   𝑠. 𝑡.     ∑ 𝑋𝑖,𝑗,𝑠
𝑗

+ 𝐶𝑖,𝑠 

= 𝜃𝑖,𝑠
𝑇

{
 
 

 
 
(1 − ∑ 𝛼𝑖,𝑟,𝑠

𝑇
𝑟 )(𝑁𝑖,𝑠)

𝜷𝒊,𝒔+𝜎𝑖
𝑇−1

𝜎𝑖
𝑇

(𝐷𝑖,𝑠)

𝜎𝑖
𝑇−1

𝜎𝑖
𝑇

      +∑ 𝛼𝑖,𝑟,𝑠
𝑇

𝑟 (𝑁𝑖,𝑟)

𝜷𝒊,𝒔+𝜎𝑖
𝑇−1

𝜎𝑖
𝑇

(𝑄𝑖,𝑟,𝑠)

𝜎𝑖
𝑇−1

𝜎𝑖
𝑇

}
 
 

 
 

𝜎𝑖
𝑇

𝜎𝑖
𝑇−1

(18) 

 

一階の最適化条件は以下の通りであり，本稿では，マ

ークアップ率を産業2（𝑖 = 2）の時のみ考慮する． 

 

 (1 + 𝜏𝑖,𝑠
𝐷 )𝑝𝑖,𝑠

𝐷  

= 𝑝𝑖,𝑠(𝜃𝑖,𝑠
𝑇 )

𝜎𝑖
𝑇−1

𝜎𝑖
𝑇
(1 − ∑ 𝛼𝑖,𝑟,𝑠

𝑇
𝑟 )(𝑁𝑖,𝑠)

𝛽𝑠−1

𝜎𝑖
𝑇
(
∑ 𝑋𝑖,𝑗,𝑠𝑗 +𝐶𝑖,𝑠

𝐷𝑖,𝑠
)

1

𝜎𝑖
𝑇

   (19) 

 (1 + 𝜏𝑖,𝑟,𝑠
𝑇 )𝑝𝑖,𝑟,𝑠

𝑄
 

= 𝑝𝑖,𝑠(𝜃𝑖,𝑠
𝑇 )

𝜎𝑖
𝑇−1

𝜎𝑖
𝑇
𝛼𝑖,𝑟,𝑠
𝑇 (𝑁𝑖,𝑟)

𝛽𝑠−1

𝜎𝑖
𝑇
(
∑ 𝑋𝑖,𝑗,𝑠𝑗 +𝐶𝑖,𝑠

𝑄𝑖,𝑟,𝑠
)

1

𝜎𝑖
𝑇

           (20) 

(1 1 + 𝜂⁄ )𝑝𝑖,𝑟
𝑍 = 𝑝𝑖,𝑟,𝑠

𝑄
                                                                     (21) 

(1 1 + 𝜂⁄ )𝑝𝑖,𝑟
𝑍 = 𝑝𝑖,𝑟

𝐷                                                                         (22) 

ただし，𝑝𝑖,𝑠
𝐷：𝐷𝑖,𝑠1単位の価格，𝑝𝑖,𝑟,𝑠

𝑄
：𝑄𝑖,𝑟,𝑠1単位の価

格，𝜏𝑖𝑠
𝐷：𝐷𝑖,𝑠に対する輸送費率，𝜏𝑖𝑟𝑠

𝑇 ：𝑄𝑖,𝑟,𝑠に対する輸送

費率， 𝑍𝑖,𝑟：地域𝑟産業𝑖の生産財生産量，𝑝𝑖,𝑟
𝑍 ：𝑍𝑖,𝑟1単位

の価格，−𝜂 ：マークアップ率(=1 𝜎𝑖
𝑇⁄ ) 

 

(3) 家計の行動 

各地域には代表的な家計が存在し，自地域と他地域の

財を消費すると仮定し，Nest構造の効用関数をもつと仮

定する． 

 

a) 第 1段階 

第1段階では，合成消費財の合成関数をCES型で定義し，

以下の費用最小化問題で定式化する． 

 

𝑚𝑖𝑛.  ∑ 𝑝𝑖,𝑟𝑖 𝐶𝑖,𝑟                                              (23) 

𝑠. 𝑡.     𝐶̃𝑟 = 𝜃𝑟
𝐶∏ 𝐶𝑖,𝑟

𝛼𝑖,𝑟
𝐶

𝑖                            (24) 

 

式(23)，(24)より一階の最適化条件は以下の通りである． 

𝑝𝑖,𝑟 = 𝑝𝑟
𝐶̃𝛼𝑖,𝑟

𝐶 (
𝐶̃𝑟

𝐶𝑖,𝑟
)                                         (25) 

ただし，𝑝𝑖,𝑟：地域𝑟の第𝑖財価格，𝐶𝑖,𝑟：地域𝑟代表的家

計の消費財𝑖需要量，𝐶̃𝑟：地域𝑟代表的家計の合成消費財

需要量，𝜃𝑟
𝐶：地域𝑟代表的家計の効用関数の規模係数，

𝛼𝑖,𝑟
𝐶  ：𝐶𝑖,𝑟に対する支出割合係数，𝑝𝑟

𝐶̃：𝐶̃𝑟1単位の価格 

 

b) 第 2段階 

第2段階では，家計の予算制約の下，以下の効用最大化

問題で定式化する． 

 

𝑚𝑎𝑥.  𝐶̃𝑟                                                                                                (26) 

𝑠. 𝑡.  𝑝𝑟
𝐶̃𝐶̃𝑟 = ∑ 𝑤𝑘,𝑟𝑉𝑘,𝑗,𝑟𝑘,𝑗 +∑

𝜏𝑗,𝑟
𝑍

1+𝜏𝑗,𝑟
𝑍 𝑝𝑗,𝑟

𝑍 𝑍𝑗,𝑟𝑗 + 𝑆𝑟
𝐹

  (27) 

 

式(26)，(27)より一階の最適化条件は以下の通りである． 

1 = 𝜆𝑟𝑝𝑟
𝐶̃                                              (28) 

ただし，𝐶̃𝑟：地域𝑟代表的家計の合成消費財需要量（効

用），𝑝𝑟
𝐶̃：𝐶̃𝑟1単位の価格，𝑉𝑘,𝑗,𝑟：地域𝑟産業𝑗の生産要素

𝑘投入量，𝑤𝑘,𝑟：𝑉𝑘,𝑗,𝑟1単位の価格，𝑍𝑗,𝑟：地域𝑟産業𝑗の生

産財生産量，𝑝𝑖,𝑟
𝑍 ：𝑍𝑖,𝑟1単位の価格，𝜏𝑗,𝑟

𝑍 ：𝑍𝑗,𝑟に対する間

接税率，𝑆𝑟
𝐹：地域𝑟の域外貯蓄額，𝜆𝑟：地域𝑟代表的家計

の所得の限界効用 

 

(4) 市場均衡条件 

a) 生産要素市場 

生産要素市場は，以下の均衡条件が成立する． 

 

𝑉̅𝑘,𝑟 = ∑ 𝑉𝑘,𝑗,𝑟𝑗                                      (29) 

ただし，𝑉̅𝑘,𝑟：地域𝑟生産要素𝑘の初期保有量，𝑉𝑘,𝑗,𝑟：

地域𝑟産業𝑗の生産要素𝑘投入量 

 

b) 財市場 

財市場の均衡条件のうち，式(24)右辺の第1項は，産業

2のみ収穫逓増の技術を有すると仮定するため，𝑖 = 2の

時のみ考慮する．次に，第2項は，本稿では輸送サービス

を自地域の産業3が提供すると仮定するため𝑖 = 3の時の

み考慮する．なお，第3項および第4項は，それぞれ域内

および域外への生産財供給量である． 

 

𝑍𝑖,𝑟 = 𝑁𝑖,𝑟ℎ𝑟 + 𝑇𝑖,𝑟
𝐴 + 𝑁𝑖,𝑟𝐷𝑖,𝑟 + ∑ 𝑁𝑖,𝑟𝑄𝑖,𝑟,𝑠𝑠       (30) 

ℎ𝑟𝑝𝑖,𝑟
𝑍 = −𝜂(𝑝𝑖,𝑟

𝐷 𝐷𝑖,𝑟 + ∑ 𝑝𝑖,𝑟,𝑠
𝑄 𝑄𝑖,𝑟,𝑠𝑠 )                      (31) 

             𝑇𝑖,𝑟
𝐴 =

𝜔𝑟

𝑝𝑖,𝑟
𝑍 (∑ 𝜏𝑖𝑖,𝑟𝑟,𝑠

𝑇 𝑝𝑖𝑖,𝑟𝑟,𝑠
𝑄 𝑁𝑖𝑖,𝑟𝑟𝑄𝑖𝑖,𝑟𝑟,𝑠𝑖𝑖,𝑟𝑟,𝑠 +

                                                 ∑ 𝜏𝑖𝑖,𝑟𝑟
𝐷 𝑝𝑖𝑖,𝑟𝑟

𝐷 𝑁𝑖𝑖,𝑟𝑟𝐷𝑖𝑖,𝑟𝑟𝑖𝑖,𝑟𝑟 ) (32) 

ただし，𝑍𝑖,𝑟：地域𝑟産業𝑖の生産財生産量，𝑝𝑖,𝑟
𝑍 ：𝑍𝑖,𝑟1

単位の価格，𝐷𝑖,𝑠：地域𝑠産業𝑖企業1社の自地域への生産

財供給量，𝑄𝑖,𝑟,𝑠：地域𝑟産業𝑖企業1社の地域𝑠への生産財

供給量，𝑝𝑖,𝑠
𝐷：𝐷𝑖,𝑠1単位の価格，𝑝𝑖,𝑟,𝑠

𝑄
：𝑄𝑖,𝑟,𝑠1単位の価格，
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𝑁𝑖,𝑟：地域𝑟産業𝑖の企業数，−𝜂：マークアップ率(=1 𝜎𝑖
𝑇⁄ )，

ℎ𝑟：地域𝑟企業1社の固定的インプット，𝑇𝑖,𝑟
𝐴：𝑍𝑖,𝑟(𝑖=3)の

うち輸送に用いられる量，𝜔𝑟：地域𝑟の輸送費シェア 

 

(5) 便益の定義 

政策実施による効果を計測する便益を等価変分（EV: 

Equivalent Variation）により以下のように定義する． 

 

𝐸𝑉𝑟 = 𝑝𝑟
𝐶̃0(𝐶̃𝑟

1 − 𝐶̃𝑟
0)                                   (33) 

ただし，0：施策なし，1：施策あり，𝐶̃𝑟
1  ：地域𝑟代表

的家計の合成消費財需要量，𝐶̃𝑟
0  ：地域𝑟代表的家計の合

成消費財需要量，𝑝𝑟
𝐶̃0：𝐶̃𝑟

01単位の価格 

 

4. 数値シミュレーション分析 

 

(1) ケース設定 

本章では，前章で定義した独占的競争を考慮したSCGE

モデルによる仮想数値シミュレーションを実施し，完全

競争市場での結果（Armington）と比較することで，便益

にどの程度乖離が生じるかを検討する．数値シミュレー

ションの各ケースは，表-2に整理する通りであり，各シ

ナリオでの経済規模・道路ネットワークに対して，仮想

政策（輸送費削減）を実施し，各地域の帰着便益を算出

する．さらに，各シナリオにおいては，多様性選好・経

済規模・地域間交易量をそれぞれ変化させた時の，帰着

便益の感度分析を行い，完全競争市場および独占的競争

市場を考慮したSCGEモデルの特性について考察を行う． 

 

(2) Scenario1の結果 

a) Case1-1の結果と考察 

Case1-1では，同一規模の2地域を想定し，輸送費の減少

も同程度を想定するため，地域1および地域2で帰着する

便益は同じとなる．図-6において多様性選好に対する帰

着便益の感度分析結果を示すが，消費者の多様性選好の

程度が大きいほど，参入企業数も多くなり，合成消費財

の消費量が増加するため，地域1および地域2の帰着便益

が大きくなっている．次に，図-7において完全競争市場

を仮定したArmington型（𝛽 = 0）の便益（𝐸𝑉𝐴）に対する

変化率を示すが，多様性選好の程度を大きくするほど地

域全体での便益も増加し，独占的競争市場を仮定した

Krugman型（𝛽 = 1）の便益は，Armington型の便益に対し

て約24%高くなっていることが分かる． 

b) Case1-2の結果と考察 

Case1-2では，同一規模の2地域を想定するが，輸送費の

減少を地域1の内々輸送のみとするため，地域1の帰着便

益はプラス，地域2の帰着便益はマイナスとなっている．

図-8において多様性選好に対する帰着便益の感度分析結

果を示すが，消費者の多様性選好の程度が大きいほど，

輸送費が低下する地域1の帰着便益が大きくなり，地域2

の帰着便益は多様性選好の影響を受けずほぼ横ばいの結

果となっている．次に，図-9において完全競争市場を仮

定したArmington型（𝛽 = 0）の便益（𝐸𝑉𝐴）に対する変化

率を示すが，多様性選好の程度を大きくするほど地域1お

よび地域全体での便益は増加するが，地域2では𝛽 = 0.6

を境に減少していることが分かる．また，独占的競争市 

 

 

図-6 帰着便益の感度分析（Case1-1） 

 

 

図-7  EVAに対する変化率の感度分析（Case1-1） 

 

 

図-8 帰着便益の感度分析（Case1-2） 

 

 

図-9  EVAに対する変化率の感度分析（Case1-2） 
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表-2 本稿での数値シミュレーションのケース設定 

Scenario No 地域数 経済規模・道路ネットワーク Case No 政策 感度分析 

Scenario 1 2地域 

 

Case1-1 
地域1・2間の輸送費減少 

(𝜏12
𝑇 = 𝜏21

𝑇 = 1.2 →  0) 多様性選好のパラメータ（𝛽𝑖,𝑠）

に関する感度分析（0～1） 

Case1-2 
地域1の内々輸送費減少 

(𝜏11
𝐷 = 1.11 →  0) 

Scenario 2 2地域 

 

Case2-1 
地域1・2間の輸送費減少 

(𝜏12
𝑇 = 𝜏21

𝑇 = 1.2 →  0) 

地域2に対する地域1の経済規

模（GRP）に関する感度分析 
Case2-2 

地域1の内々輸送費減少 

(𝜏11
𝐷 = 1.11 →  0) 

Case2-3 
地域2の内々輸送費減少 

(𝜏22
𝐷 = 1.11 →  0) 

Scenario 3 2地域 

 

Case3-1 
地域1・2間の輸送費減少 

(𝜏12
𝑇 = 𝜏21

𝑇 = 1.2 →  0) 

地域間交易量（𝑄12・𝑄21）に関
する感度分析 

Case3-2 
地域1の内々輸送費減少 

(𝜏11
𝐷 = 1.11 →  0) 

Case3-3 
地域2の内々輸送費減少 

(𝜏22
𝐷 = 1.11 →  0) 

Scenario 4 3地域 

 

Case4-1 
地域1・2間の輸送費減少 

(𝜏12
𝑇 = 𝜏21

𝑇 = 1.11 → 0) 

多様性選好のパラメータ（𝛽𝑖,𝑠） 

に関する感度分析（0～1） 
Case4-2 

地域1・3間の輸送費減少 

(𝜏13
𝑇 = 𝜏31

𝑇 = 1.11 → 0) 

Case4-3 
地域2・3間の輸送費減少 

(𝜏23
𝑇 = 𝜏32

𝑇 = 1.11 → 0) 

 

場を仮定したKrugman型（𝛽 = 1）の便益は，Armington型

の便益に対して約28%高くなっており，Case1-1と概ね同

程度であることが分かる． 

 

(3) Scenario2の結果 

Scenario2では，異なる規模の2地域を想定し，地域間お

よび地域内々の輸送費減少時の影響を確認する．感度分

析は，一方の地域（地域1）の経済規模（GRP）を比例的

に拡大させた時の便益への影響を確認する．ただし，経

済規模に応じて，その他指標（中間投入量・交易量等）

も同様に拡大すると，同一規模（Case1-1）で想定する一

般均衡体系と不整合な社会会計表（Social Accounting Ma-

trix：SAM）が作成され，正しく便益比較ができなくなる．

そのため，Scenario2において比例的に拡大させる指標は，

生産要素の初期保有量（𝑉̅𝑘,𝑟）のみとし，その他の係数に

ついては，Case1-1で行ったキャリブレーション結果を使

用する．これにより，Case1-1と整合的なSAMが作成され，

経済規模の拡大と輸送費削減との影響が確認できる． 

a) Case2-1の結果と考察 

まず，図-10では，地域間の輸送費減少を想定し，地域

2に対する地域1の経済規模（GRP）を拡大した時の帰着

便益の感度分析結果であるが，Armington型（𝛽 = 0）では

地域1の経済規模拡大に応じて両地域とも増加傾向であ

ることが確認できる．一方，Krugman型（𝛽 = 1）では地

域1の経済規模拡大に応じて地域1では増加傾向，地域2で

は減少傾向となっており，両モデルで傾向が異なる結果

が得られた．これは，集積の経済を考慮することで，経

済規模の拡大に伴い，地域1での合成消費財の消費量が増

加し，地域2での移出財をより多く消費するため，輸送費

減少に伴う影響も地域1の方がより受けやすくなるため

と考えられる．次に，図-11では，完全競争市場を仮定し

たArmington型（𝛽 = 0）の便益（𝐸𝑉𝐴）に対するKrugman

型（𝛽 = 1）の便益の変化率を示すが，経済規模を拡大さ

せるほど地域1の変化率はプラス，地域2の変化率はマイ

ナスに大きくなり，両地域の差は拡大していく傾向とな

っている．ただし，合計で見ると，独占的競争市場を仮

GRP2：400GRP1：400→800

GRP2：400GRP1：2,000
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定したKrugman型（𝛽 = 1）の便益は，Armington型の便益

に対して約26%高くなっており，Scenario1での結果と概ね

同程度であることが確認できる． 

 

b) Case2-2の結果と考察 

次に，図-12では，地域1の内々輸送費の減少を想定し，

Case2-1と同様に，地域2に対する地域1の経済規模（GRP） 

 

 

図-10 帰着便益の感度分析（Case2-1） 

 

 

図-11  EVAに対するEVkの変化率の感度分析（Case2-1） 

 

 

図-12 帰着便益の感度分析（Case2-2） 

 

 

図-13  EVAに対するEVkの変化率の感度分析（Case2-2） 

 

図-14 帰着便益の感度分析（Case2-3） 

 

 

図-15  EVAに対するEVkの変化率の感度分析（Case2-3） 

 

を拡大した時の帰着便益の感度分析を行った．この場合，

輸送費減少の影響は，地域1のみが受けることになるため，

帰着便益も地域1の方が多くなり，経済規模拡大に応じて

増加することが確認できる．また，図-13では，完全競争

市場を仮定したArmington型（𝛽 = 0）の便益（𝐸𝑉𝐴）に対

するKrugman型（𝛽 = 1）の便益の変化率を示すが，地域

1では経済規模拡大に応じてほぼ変化なし，地域2では経

済規模拡大に応じてArmington型（𝛽 = 0）とKrugman型

（𝛽 = 1）の差が徐々に小さくなる結果となった． 

 

c) Case2-3の結果と考察 

さらに，図-14では，経済規模を拡大させない地域2の

内々輸送費の減少を想定し，地域2に対する地域1の経済

規模（GRP）を拡大した時の帰着便益の感度分析を行っ

た．この場合，輸送費減少の影響は，地域2のみが受ける

ことになるため，帰着便益も地域2の方が大きくなってい

るが，経済規模に対する帰着便益の影響は，Case2-1およ

びCase2-2に比べて小さく，ほぼ変化なしであることが分

かる．また，図-15を見ると，地域1では経済規模の拡大と

ともに，Krugman型（𝛽 = 1）の便益がArmington型（𝛽 =

0）の便益に対してより小さく計測され，内々輸送費が減

少する地域2でも地域1の経済規模の拡大とともに

Krugman型（𝛽 = 1）の便益がArmington型（𝛽 = 0）の便

益に対して小さく計測されていることが分かる．さらに，

合計で見た場合も，他ケースでは約20～30%で推移して

いたが，地域1の経済規模を2倍させた場合，Krugman型

（𝛽 = 1）の便益とArmington型の便益は概ね同値となる

結果が得られた． 
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(3) Scenario3の結果 

Scenario2と同様に，異なる規模の2地域（地域2に対して

地域1のGRPが大）を想定し，地域間および地域内々の輸

送費減少時の影響を確認するが，感度分析は，地域間交

易量（𝑄12・𝑄21）の拡大を想定する．ただし，地域間交

易量を比例的に増加させると，Scenario2と同様に，その他

の指標も増加し，感度分析結果間での便益比較ができな

くなる．そのため，Scenario3では，生産財に対する各地域

の移出量の割合を変化させ，生産財に占める移出の割合

が増えた時の便益への影響を確認する．なお，Scenario3の

結果については，講演時に報告する． 

 

(4) Scenario4の結果 

Scenario4では，これまでの2地域モデルから3地域モデ

ルへと拡大し，それぞれ異なる経済スケールを想定する．

また，輸送費減少ケースも，異なる経済スケール間毎で

想定し，それぞれのケース設定において，どの程度集積

の経済へ影響するかを検証する．なお，感度分析は，

Scenario1と同様，多様性選好のパラメータ（𝛽）を変化さ

せた時の帰着便益とする． 

 

a) Case4-1の結果と考察 

Case4-1では，最も経済規模の大きな地域1と，次に経済

規模の大きな地域2の地域間輸送費減少を想定する．図-

16では，多様性選好に対する帰着便益の感度分析結果を

示すが，消費者の多様性選好の程度が大きいほど，参入

企業数も多くなり，合成消費財の消費量が増加するため，

地域1および地域2の帰着便益が大きくなっていることが

分かる．なお，経済規模の大きな地域1に対して，地域2

の帰着便益が大きくなっているが，これは仮想の数値シ

ミュレーションで作成したSAMの経済構造に依存した

結果であるため，地域別の帰着便益の大小については，

実データによる実証分析での検証を踏まえて考察が必要

である．また，図-17では，Armington型（𝛽 = 0）の便益

（𝐸𝑉𝐴）に対する変化率を示すが，多様性選好の程度を大

きくするほど地域全体での便益も増加し，独占的競争市

場を仮定したKrugman型（𝛽 = 1）の便益は，Armington型

の便益に対して約27%高くなる結果となった． 

 

b) Case4-2の結果と考察 

次に，Case4-2では，最も経済規模の大きな地域1と，最

も経済規模の小さな地域3の地域間輸送費減少を想定す

る．結果としては，消費者の多様性選好の程度が大きく

なるほど，地域間輸送費が減少する地域の便益が大きく

なっており，Case4-1と概ね同様の結果となった．また，

Armington型（𝛽 = 0）の便益に対するKrugman型（𝛽 = 1）

の便益は，地域全体で約23%高くなる結果となった． 

 

c) Case4-3の結果と考察 

さらに，Case4-3では，経済規模が中位の地域2と，最も

経済規模が小さい地域3の地域間輸送費減少を想定する．

結果としては，消費者の多様性選好の程度が大きくなる

ほど，地域間輸送費の減少地域の便益が大きくなってお

り，Case4-1およびCase4-2と概ね同様の結果となった．ま

た，Armington型（𝛽 = 0）の便益に対するKrugman型（𝛽 =

1）の便益は，地域全体で約28%高くなる結果となった． 

 

 
図-16 帰着便益の感度分析結果（Case4-1） 

 

 
図-17  EVAに対する変化率の感度分析結果（Case4-1） 

 

 
図-18 帰着便益の感度分析結果（Case4-2） 

 

 
図-19  EVAに対する変化率の感度分析結果（Case4-2） 
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図-20 帰着便益の感度分析結果（Case4-3） 

 

 
図-21  EVAに対する変化率の感度分析結果（Case4-3） 

 

5. まとめ 

 

本稿では，完全競争市場を考慮したSCGEモデルと独占

的競争市場を考慮したSCGEモデルを構築し，架空の地域

を想定した数値シミュレーションを実施することで，双

方のモデルから得られる便益を対比させ，様々な経済規

模・道路ネットワークパターン下での集積の経済の程度

を検証した．その結果，地域別に計測される集積の経済

にはバラつきが見られるものの，収穫逓増と多様性選好，

および独占的競争市場の仮定は，輸送費用削減による地

域全体での便益の合計を，完全競争市場での計測結果よ

りも高く評価される結果となり，その程度は約20～30%

であることが分かった．また，本稿での分析において，

特にScenario4での結果では，これまでの集積の経済では，

大都市と地方部を結ぶ道路が主に扱われていたのに対し

て，地方都市間を結ぶ道路も無視できない程度の集積の

経済が見込まれる可能性を示唆している．ただし，本稿

ではあくまでも仮想データに基づく数値シミュレーショ

ン結果であるため，今後は実データを用いた実証分析に

より，地域別（都道府県別）での集積の経済を計測し，

地域別特徴や地域全体の便益に対する程度を検証してい

く必要がある． 

謝辞：本研究は，国土交通省道路局が設置する新道路技

術会議の技術研究開発制度により，国土交通省国土技術

政策総合研究所の委託研究「権利と効率のストック効果

に基づく社会的意思決定方法と実用的なストック効果計

測手法の開発」で行われた成果の一部を活用している． 
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In Japan, the stock effect of social infrastructure development is measured in terms of user benefits as 

defined in the Cost-Benefit Analysis Manual. Recently, the SCGE model has been used to measure the 

incidence of spatial benefits. On the other hand, most of the effect measurement approaches assume a per-

fectly competitive market. The UK Department for Transport measures the Wider Economic Impacts(WEI), 

which is a measurement approach that assumes an imperfectly competitive market, an effect that cannot be 

measured by conventional cost-benefit analysis. In this study, we focus on agglomeration benefits among 

the benefits defined in the WEI. We construct two models, one is the SCGE model considering perfect 

competition and the other is the SCGE model considering monopolistic competition, and compare the ben-

efits calculated by each model. We then examine the extent to which the assumptions of increasing returns 

and diversity preference affect the benefits from reduced transportation costs. 
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